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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
食品ロスの話題が、環境問題というだけでなく、食生活そのものを見直す、再確認するなどカジュアル化している
著書も売れて、第３版と英語版も今年度中に出版予定
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本特有の事情と、最近の動きについて
１，２，３



Awareness of previous food loss issues/かつての食品ロス問題
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
さっきカジュアルといったが、大戦中には、「食料不足のなかでロス削減を啓蒙する」という切羽詰まった状況もありました。



食品ロスをめぐる世界の潮流

資料：第21回食品リサイクル専門委員会
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
現在では、２０１５年に採択されたSDGsの影響で、世界各国が食品ロス削減を目標に掲げて対策を進めています。
具体的にはターゲット12.3で、小売消費レベルの食料廃棄を半減させる、という記述があります。




国内の政策経緯
• 2001年「食品リサイクル法」の施行以来、リサイクル中心に食品廃棄物対
策が進んだ

• 2007年「改正食品リサイクル法」施行により、定期報告（100t/年以上排出
者）の義務化、コンビニ本部が加盟店を含めた対策が求められた

• 2013年「食リ法：基本方針の見直し」により業種別発生抑制の目標値が設
定された

• 2018年「第4次循環型社会形成推進基本計画」において家庭系食品ロスを
2030年までに半減することが閣議決定された

• 2019年「食リ法：基本方針の見直し」により事業系食品ロスを2030年までに
半減することを決定した

• 2019年秋 食品ロス削減を国民運動とする「食品ロス削減推進法」施行 6

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
しかし、国内ではそれより15年近くも前から、食品ロス対策が始まっています。
2001年に施行された食品リサイクル法が、その原点となります。
その後、各種の見直しが進み、
2018年には第4次循環型社会形成推進基本計画で、家庭から排出される食品ロスを2030年までに半減
2019年には食品リサイクル法の基本方針の見直しにより、事業系の食品ロスも2030年までに半減する目標が設定されました
家庭系の食品ロスは食品リサイクル法の範囲外ですが、今年の10月1日に施行予定の「食品ロス削減推進法」が成立し、主務官庁が消費者庁であることから家庭から排出される食品ロス削減の取り組み推進が期待されるところです。



定期報告書
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
時間がありませんので、これまでの日本の取組みとして、1点だけ重要なものをあげるとすると、
食品リサイクル法にもとづく定期報告書の提出があげられます。

これは毎年100t以上排出する事業者が毎年、食品廃棄物の発生量を細かく報告する仕組みで、
日本の事業系食品廃棄物の発生量は、他国よりは正確に把握されているものと考えてよいとおもいます。
事業系、というのはメーカー、卸、小売、外食を指します。


具体的には、県別の発生量報告、前年比、リサイクル方法（きのこ菌床）、



日本の食品廃棄物・食品ロスの発生状況
事業系食品ロス発生量（H26)

製造：139万t（39.1%）

卸売：18万t（5.0%）

小売：66.6万ｔ（18.7%）

外食：132.7万ｔ（37.2%）

合計：339万t（100.0%）

Source: MAFF
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
一方、家庭系の発生量把握は予算の問題もあって、必ずしも正確とは言えませんが、
日本の食品ロス発生量は、家庭からは300万t程度、事業系からは300万t強が排出されているという状況が続いています。

リサクルは事業系では85% → 



日本の食品ロスの定義
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食品ロスとは「食品廃棄物のなかでもまだ食べられる可食部」

①減耗量、②食べ残し、③過剰除去（調理くず）、④直接廃棄（過剰仕入れ、過剰
購入）

Source: MAFF

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
また、食品ロスという言葉遣いにも海外メディアの方は違和感を持たれることが多いのではないかと思います。
なぜなら、それは日本では、食品ロスを「食品廃棄物すべての中でまだ食べられるEdible Portion」を意味するからです。


非常に分かりやすい環境問題に課題設定する場合、不過食部分を含む廃棄物（最終処分）問題でもよかった
Reduce、Reuseを進める２Rの場合、可食部（食品ロス）に注目せざるを得ない（発生段階別）
ビジョンの策定： 食料需給問題（農家所得）、貧困問題、環境問題のどこに焦点をあてるのか




Characteristic Issues in Japan (1) 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
では日本の対策で遅れているのはどこかというと、やはり消費者行動ということになると思います。
これは、店頭に大量に商品を陳列することで、顧客がたくさん買い物をするということを示した経済モデルです。
供給が需要を生むということですので、どんどん供給が増えていくということです。
そして、売れ残った商品を返品する制度が日本では厳格に守られています。
期限の3分の1をすぎる、つまり3分の2の期限が余っていても店頭で売ることができずに返品されます。



Characteristic Issues in Japan (2) 
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• 日本では食品衛生への過度な対応として、レストランは食べ残しの持
ち帰りを禁止することがある

• 消費者庁が、消費者の自己責任での食べ残しの持ち帰りに言及
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、日本ではレストランの食べ残しの持ち帰りが、禁止されることが多いという特徴があります。
最近は、「もしお客さんに言われたら」持ち帰りを許可するレストランも増えていますが、お店から声をかけることはめったにありません。
シャイな日本人は言い出せずにいる状況も改善する必要があります。



Characteristic Issues in Japan (3) 
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• 日本は寄付文化が乏しい（WGI 102位）

• 但し、家族や親せきなど親しい関係の間では、食品の無償の交換が
盛んにおこなわれている（贈与米）。

Population: United Nations Population 
Division Department of Economic and 
Social Affairs World Population Prospects
QFD:  Annual documents published by 
government regarding the Food Bank and 
on-site interviews 

（WGI）
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21kg / t
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
さらに、余った食品を福祉に役立てるフードバンク活動ですが、日本では寄付文化が乏しいため、人口一人あたりの食品寄付量をみると、日本は先進国では最低の水準です。
ただし、田舎でとれたお米を、都会暮らしする子供や親戚に送るなど、身内への食品贈与は盛んに行われているようです。
その量は、アメリカのフードバンクに匹敵する量です。



食品リサイクルにおける日本の課題

• 人口密度が高い日本（焼却＋リサイクル）、韓国（リサイクル）は対策が進展

• リサイクルによる焼却・埋め立て代替の限界⇒焼却効率の向上（熱回
収）、バイオガス発電、アップサイクルへ
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本では食品リサイクル法により、リサイクルが進んできましたが、これまでゴミ問題として取り組んでいたため、経済システムとしては問題が多いのが課題です。
リサイクル商品に付加価値をつけて、適正な価格で販売する「アップサイクル」が重要だと考えています。


排出者の確認義務違反について、勧告・公表の規定を盛り込む動き（愛知県環境審議会廃棄物部会） ⇒ リサイクルの厳格化 ⇒ リデュースの促進!?
家庭系食品廃棄物８８５万t ⇒ 再利用５５万t、リサイクル率６．２％（H24）
事業系食品廃棄物1916万t ⇒再利用１６２９万t、リサイクル率８５％（H24）
合計 ２８０１万t ⇒ 再生利用１６８４万t ⇒ リサイクル率 ６０．１％
韓国は９６％ ⇒ 発生量増加し、コスト的に見合わずリデュース推進中

熊本清掃社は、２４日午後ＨＰを更新し、２４日付けで村平容疑者の代表取締役の解任を発表しています。
熊本市 ⇒ 起訴されたら廃棄物処理法違反で許認可取り消し
名古屋市 ⇒ 水質汚濁防止法で逮捕
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1.日本の食品ロス関連制度の特徴と課
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に日本の対策をの現状を簡単にご紹介します。



季節商品の見直し

• 恵方巻の欠品許容、予約制。

• うなぎの予約制

• うなぎの味付けごはん（生物資源枯渇の抑
制、廃棄費用の節約）。

• 義理チョコの中止。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本では、恵方巻という巻きずしを2月に食べる習慣、土用の丑の日に絶滅が危惧されているうなぎを初夏に食べる習慣、そしてバレンタインデーにチョコレートを恋人以外にもあげる義理チョコを渡す習慣があります。
これらは季節がすぎると、商品価値を失い食品ロスとなります。これらの見直しがすすんでいます。



返品ルールの見直し
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返品金額 866億円→562億円 35％漸減（H25⇒H29）
納品期限を見直した小売りシェア・・・SM6％、GMS80%、CVS91％（H24⇒H29)

農林水産省

農林水産省・経済産業省主導の
「食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチーム（2012～）」

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
先程示した、3分の1ウールという返品制度も2分の1化が進んでいます。



Doggybag Committee

※会員費（スターターキット費用）
個人会費 1,000円（1セット）、飲食店・企業会費5000円（6セット）
個人自己責任会員 300円、飲食店自己責任会員 500円
年会費等の維持費はございません、登録のみ（無料）でもデータDL可

全国に600名以上の会員（うち企業100程度）
（自治体の食べきり登録店舗は9,914）

衛生管理の上で自己責任！
Self responsibility !!

©Kobayashi, Tomio

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
徐々にですが、食べ残しの持ち帰りを認める店舗も増えてきました。

食べきり登録のうち持ち帰りは1000程度？



（参考）ドギーバッグ法案（ 2021年法制化）
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ドギーバッグがマナー違反とされるフランスでは、2021年の施行を目指してドギーバッ
グの提供を義務付ける法案が検討されている。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
フランスでは法制化が進んでいますが。。。

 Elisabeth MANZON
Bonjour Monsieur,��I thank you for your attentive follow-up of the news on the subject food waste.Indeed, the French government wishes to adopt very soon a law that will make the proposal of a doggy bag mandatory as from 2021We are waiting for the promulgation of this law as well as its exact content in the coming weeks   �According to the content of the law, its implementing decree ... We can expect very different impacts, of courseWill the law focus solely on the provision of "boxes" or will it encourage changes in the practices of both professionals and consumers? I can not answer you today. I propose that we wish to exchange once again the definitive texts adopted.  Best regardBien cordialement,

Laurence GOUTHIERE（ADEME)
Hello, 
Sorry for delate but I waited on octobre 2 when the new Law had be adopted by our “assemblée nationale”.
Indeed, article n°62 say : Les établissements de restauration commerciale
et les débits de boissons à consommer sur place mettent à la disposition de
leurs clients qui en font la demande des contenants réutilisables ou
recyclables permettant d’emporter les aliments ou boissons non consommés
sur place, à l’exception de ceux mis à disposition sous forme d’offre à volonté.
 
The texte evolve since the beginning of the Law project. It is not an obligation to propose but an obligation to accept when a consumer ask a doggy bag ! 
As I know (I am not the ministry but a public agency), government want to facilitate the situation like it’s very well expose in the article you sent me. When someone ask a doggybag, restaurant have to accept and have something to propose. 
Some of restaurant were “againt” this proposal because in the first version of the text it was a “free box” and they said it will be too expensive to have box for everybody. And in an other version it was “restaurant have to propose a doggy bag”. In this last text, it’s more nuanced and I don’t know if it change realy something in the future…
 
Best regards, 



フードバンクの新展開
• 子どもの貧困が深刻な日本では、2019年に3,718ヶ所の
子ども食堂があり、食材は寄付されることが多い

• 寄付された余剰食品を格安で販売し、売り上げをフードバ
ンクの運営に充てるケース

• 物流設備を持っている生協や食品卸売業が直接フードバ
ンク活動を実施するケース

• 自治体が直接運営したり事業委託するケース
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
フードバンクの普及は、子ども食堂の普及や企業参入などで進展の兆しがみられます。


行政が乗り出す例もある。群馬県前橋市は、ＮＰＯ法人三松会が運営するフードバンク北関東（群馬県館林市）にフードバンク業務を委託。群馬県太田市は市自らがフードバンク業務を手掛ける。「ＮＰＯが企業の寄付を受けて活動する方が、地域のニーズを上手にくみ取れると思うが、現状では寄付も集まりにくく、やむにやまれず、市自ら取り組んだ」と清水聖義市長。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
具体的な取材の素材を提供するというより、日本の特殊事情を



食品ロス対策の将来展望

• リサイクル一辺倒の「ごみ対策」から「減らす仕組み」づくりへ

• 「減らさなくてはならない」から「減らしたほうが生活が豊かになる実感」、ブ
ランディング

• 何を減らすのか？さらなるディスカッションが必要（さしみのツマ、フードファ
イト、居残り給食など）

• 環境、経済、社会という様々な対策をコーディネートする横串の産官学協業
デザイン

環境政策、産業（農業）政策、福祉政策、環境教育

21
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